
価格転嫁円滑化に向けた
大分県の取組

令和５年２月

大分県 商工観光労働部長

利光 秀方
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物価指数の推移
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仕入・販売価格判断DI（全国）

（出典）日本銀行「第195回全国企業短期経済観測調査」 3



仕入・販売価格判断DI（大分県）

（出典）企業短観経済観測調査（2022年12月日銀大分支店） 4



500社企業訪問※結果（価格転嫁関係）
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影響への対応策
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※ 令和4年10～11月に実施



業種

× 力関係が圧倒的に弱いため価格転嫁はうまくいきにくい
× 価格転嫁は困難であるがルート配送のルート見直しなどを実施。
○ ヤマトショック以降価格交渉の努力を続けた結果、全て作業価格に転嫁できた。

○
自社のトラックドライバーにはアイドリングストップの徹底等、基本的な行動を再周
知し励行させた。そのうえで、一部荷主へ燃料サーチャージの導入を依頼し承認
を得た。

× 売価交渉を継続中であるが、メーカーとの交渉は難航している

○
中小は単独では中々値上げが出来ないのが現状で、大手の値上げに合わせて
値上げをさせてもらった。

○
機械化・省力化推進による生産性向上、新規仕入れ先の追加による競合効果
による仕入れ価格低減などの取組を行ったうえで、大手商品値上げに合わせて
値上げ実施。

○
地道な生産性向上の努力を続けており、そのことを取引先にしっかり説明し
たうえで価格転嫁を認めてもらった。納入業者に対しても、よく話を聞いたうえで、
生産性向上の余地があればアドバイスしている。

×
最低賃金については、毎年この上がり幅だとかなりダメージが大きい。円安の影
響もあり、厳しいものがある。

× すぐに価格転嫁できない部分もあり、同業他社の動きを見ながら判断している。
× 価格転嫁をすると売れなくなる。難しい。

△
各種商品の卸価格が上がっているが、完全に価格転嫁はできない。照明や冷蔵
庫等の使用節約や電灯のLED化に取り組んでいる。

×
電気代の上昇が最も影響が大きい。価格転嫁はそう簡単ではなく、最賃引上げ
も厳しい。

○
原材料価格の高騰などは影響があるが、消費者も値上げは許容する空気に
なっていると思う。

○
仕入れ価格上昇分の価格転嫁については出来ている。ネットショップの立ち上
げも行った。

価格転嫁の状況

卸売

小売

運輸

製造
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県内企業の声（500社企業訪問結果）



○プレミアム商品券
個人消費の下支え
累計で発行規模300億円超
R5年3月より市町村ごとに順次第3弾

BtoC企業

BtoB企業

消費者

○物価高騰対応業務改善奨励金
賃上げによる従業員（消費者）所得向上
賃上げを可能にする企業の生産性向上
対象：国の業務改善助成金受給者

生産性向上に資する設備投資等

○燃料サーチャージ制度調査
制度の活用実態を調査、公表、フォローアッ
プすることにより、制度の活用を後押し
対象：製造業、卸・小売業など
時期：実態調査（R4年９月）

フォローアップ調査（R5年2月）

R5年2月17日（本日）

価格転嫁の円滑化
に関する協定

大分県の物価高騰対策
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価格転嫁の円滑化に関する協定（令和5年2月17日）

（目 的）
成長と分配の好循環を生み出すべく、中小企業・小規模事業者における賃上げを実現するため、相互に連携及び協力を

行い、労務費、原材料費、エネルギーコスト等の上昇分を適切に価格転嫁することについての気運を醸成することにより、サプ
ライチェーン全体での共存共栄、付加価値の向上を図り、もって県内中小企業・小規模事業者の稼げる力を高めることを目
的とする。

（内 容）
（１）価格転嫁の状況に関する情報収集と発信

① 県内企業への聞き取り調査等を通じた情報収集 ② 情報収集の結果の共有と発信

（２）価格転嫁の円滑化に関する支援情報等の周知
① 価格転嫁の円滑化に関する支援情報等の共有 ② ウェブサイト、講習会・セミナー等を活用した県内企業への周知

（３）パートナーシップ構築宣言の促進
① 県内企業への周知を通じた認知度の向上 ② 宣言企業に対する支援策の検討

（参加機関・団体）
大分県
国の地方機関：九州経済産業局、九州運輸局、大分労働局
経済団体：大分県経営者協会、大分県商工会議所連合会、大分県商工会連合会、大分県中小企業団体中央会、

大分経済同友会、大分県中小企業家同友会、大分県トラック協会
労働組合：日本労働組合総連合会大分県連合会
金融機関：大分県銀行協会

県は、R5年度の補助金審査
における加点措置を検討中
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パートナーシップ構築宣言の状況

9

※ 各県の宣言率は企業数をもとに大分県が計算

宣言企業数
2023.2.15現在

企業数
2016

宣言率

福岡 653 135,389 0.48%
佐賀 115 24,459 0.47%
長崎 153 41,846 0.37%
熊本 218 47,877 0.46%
大分 293 34,752 0.84%
宮崎 123 34,855 0.35%
鹿児島 136 49,970 0.27%
沖縄 141 47,168 0.30%

パートナーシップ構築宣言県内企業数（R5.2.1)

業種 企業数
運輸業、郵便業 108
製造業 61
建設業 29
その他サービス業 28
小売業 26
医療、福祉 11
宿泊業、飲食サービス業 10
生活関連サービス業、娯楽業 6
卸売業 4
電気・ガス・熱供給・水道業 4
情報通信業 3
農業、林業 3
総計 293

業種別まとめ



プレミアム商品券事業の実施状況

第１弾

Ｒ４年２～８月

９６億円

第２弾

Ｒ４年９月～Ｒ５年２月

１１１億円

第３弾
（予定）

Ｒ５年２～８月

１０４億円

発行総額
（累計） ３１１億円

【利用期間と発行総額】
県 市町村 商工団体

②３０％の高プレミアム
（県２０％、市町村１０％負担）

①県と１８市町村、商工団体が連携して実施

③居住地以外の市町村の商品券も購入可能

【ポイント】
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最低賃金の状況

都道府県
ラ
ン
ク

引上額 引上後金額 順位 都道府県
ラ
ン
ク

引上額 令和４年 順位

東　 京 Ａ 28 1,041 1 東　 京 Ａ 31 1,072 1
神 奈 川 Ａ 28 1,040 2 神 奈 川 Ａ 31 1,071 2
大　 阪 Ａ 28 992 3 大　 阪 Ａ 31 1,023 3
埼　 玉 Ａ 28 956 4 埼　 玉 Ａ 31 987 4
愛 　知 Ａ 28 955 5 愛 　知 Ａ 31 986 5
千　 葉 Ａ 28 953 6 千　 葉 Ａ 31 984 6
京 　都 Ｂ 28 937 7 京 　都 Ｂ 31 968 7
兵　 庫 Ｂ 28 928 8 兵　 庫 Ｂ 32 960 8
静　 岡 Ｂ 28 913 9 静　 岡 Ｂ 31 944 9
三　 重 Ｂ 28 902 10 三　 重 Ｂ 31 933 10
広　 島 Ｂ 28 899 11 広　 島 Ｂ 31 930 11
滋 　賀 Ｂ 28 896 12 滋 　賀 Ｂ 31 927 12
北 海 道 Ｃ 28 889 13 北 海 道 Ｃ 31 920 13
栃　 木 Ｂ 28 882 14 栃　 木 Ｂ 31 913 14
岐　 阜 Ｃ 28 880 15 茨　 城 Ｂ 32 911 15
茨　 城 Ｂ 28 879 16 岐　 阜 Ｃ 30 910 16
富　 山 Ｂ 28 877 富　 山 Ｂ 31 908
長　 野 Ｂ 28 877 長　 野 Ｂ 31 908
福　 岡 Ｃ 28 870 19 福　 岡 Ｃ 30 900 19
山　 梨 Ｂ 28 866 山　 梨 Ｂ 32 898 20
奈　 良 Ｃ 28 866 奈　 良 Ｃ 30 896 21
群　 馬 Ｃ 28 865 22 群　 馬 Ｃ 30 895 22
岡　 山 Ｃ 28 862 23 岡　 山 Ｃ 30 892 23
石　 川 Ｃ 28 861 24 石　 川 Ｃ 30 891 24
新　 潟 Ｃ 28 859 新　 潟 Ｃ 31 890 25
和 歌 山 Ｃ 28 859 和 歌 山 Ｃ 30 889 26
福　 井 Ｃ 28 858 27 福　 井 Ｃ 30 888
山　 口 Ｃ 28 857 28 山　 口 Ｃ 31 888
宮　 城 Ｃ 28 853 29 宮　 城 Ｃ 30 883 29
香　 川 Ｃ 28 848 30 香　 川 Ｃ 30 878 30
福　 島 Ｄ 28 828 31 福　 島 Ｄ 30 858 31
島　 根 Ｄ 32 824 島　 根 Ｄ 33 857 32
徳　 島 Ｃ 28 824 徳　 島 Ｃ 31 855 33
青　 森 Ｄ 29 822 岩　 手 Ｄ 33 854
秋　 田 Ｄ 30 822 山　 形 Ｄ 32 854
山　 形 Ｄ 29 822 鳥　 取 Ｄ 33 854
大　 分 Ｄ 30 822 大　 分 Ｄ 32 854
岩　 手 Ｄ 28 821 青　 森 Ｄ 31 853
鳥　 取 Ｄ 29 821 秋　 田 Ｄ 31 853
愛　 媛 Ｄ 28 821 愛　 媛 Ｄ 32 853
佐　 賀 Ｄ 29 821 高　 知 Ｄ 33 853
長　 崎 Ｄ 28 821 佐　 賀 Ｄ 32 853
熊　 本 Ｄ 28 821 長　 崎 Ｄ 32 853
宮 　崎 Ｄ 28 821 熊　 本 Ｄ 32 853
鹿 児 島 Ｄ 28 821 宮 　崎 Ｄ 32 853
高　 知 Ｄ 28 820 鹿 児 島 Ｄ 32 853
沖　 縄 Ｄ 28 820 沖　 縄 Ｄ 33 853

46

34

38

 Ｒ４最低賃金の都道府県別状況
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最低賃金を引き上げる企業への支援

＜対象事業者＞
・事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差が
30円以内の中小事業者

例）最低賃金が860円の企業の場合
860円－854円＝6円なので対象

＜対象経費＞
・生産性を向上させる設備投資や人材育成の取組

※直近３ヶ月の売上高が15％以上減少している場合は、
定員７人以上又は車両本体価格200万円以下の乗用
自動車や貨物自動車、パソコン、タブレットなども対象

＜助成率＞
・当該企業の最低賃金額に応じて４/５又は9/10
＜上限額＞
・引上げ金額や労働者数、事業場規模に応じて
30～600万円

＜問い合わせ先＞
業務改善助成金コールセンター
0120-366-440

＜申請窓口＞
大分労働局雇用環境・均等室

【国】 業務改善助成金 【県】 物価高騰業務改善奨励金

＜対象事業者＞
・国の業務改善助成金交付決定者

＜支給率＞
・対象経費から国助成金を差引いた額の１／２
＜上限額＞
・引上げ金額や労働者数、事業場規模に応じて
3.8～75万円

＜問い合わせ先・申請窓口＞
おおいた業務改善支援センター
（大分県中小企業団体中央会）
097-536-7620

県独自の上乗せで
自己負担を最小化！

1/10又は1/20
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燃料サーチャージ制度等の実態調査

9
月

●燃料サーチャージ制度等の実態調査

【運送業者】 サーチャージの届出済 74.0 ％
サーチャージ適用なし 72.6 ％

【荷主企業】 価格交渉に応じサーチャージを適用 16.9％
価格交渉に応じる予定がある 55.4 ％

●価格交渉等支援セミナー 9/13

●県トラック協会主催セミナー 11/11
11
月

●燃料サーチャージ制度等の実態フォローアップ調査

実施期間：1/27～2/10 現在回収・集計作業中

2
月
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